















































 第 7 章では，以上の分析結果を結論として取りまとめた上で，使途範囲や事業の計画性
等からみた各種財源制度の補完関係を整理した上で，自治体における新規観光財源の導入
フローを提示している．さらに，地域の観光財源制度を効果的に運営するために，観光関
連計画，観光基金，公的資産の活用，観光統計の整備・活用等の諸施策のあり方について
提言している． 
 以上，本論文は，地方自治体による観光財源確保の持続性を高めるの方法論を我が国で
初めて提示したものであり，その新規性のみならず，成果をそのまま実践できる実用性も
兼ね備えた高い価値を持った研究であることから，博士（観光科学）の授与に値すると判
断する． 
 
